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はじめに
クロアチアは, ユーゴスラヴィア社会主義連邦共和国 (旧ユーゴ) を構成する一共和国であっ
た. しかし, 1991 年 6 月 25 日にクロアチア議会は独立を宣言して, 旧ユーゴからの分離・独立
を目指した. この宣言に反対したセルビア共和国は, クロアチア内のセルビア住民の保護を口実
に軍隊を派遣し, クロアチア内のセルビア人住民もクロアチアの独立によって少数者となること
を嫌い, クロアチア警察軍と武力衝突を引き起こした. そして同年 12 月にセルビア人は多数派
を構成する支配地域 (クロアチア全土の三分の一) に ｢クライナ・セルビア人共和国｣ を創設し,
その後クロアチアの秩序はこの地域に派遣された国連保護軍 (UNPROFOR, 国連安保理決議
743 (1992 年 2 月 21 日)) によって維持された. このクロアチアの分離・独立は 1992 年 1 月に
欧州共同体 (EC, 1993 年 11 月欧州連合 EU発足) によって承認されるが, 内戦は, 1995 年 11
月にクロアチアの主導の下に解決されるまで継続し, 内戦中に約 6000 人の死者があり, クロア
チア人とセルビア人との間でいわゆる民族浄化が行われた(1).
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クロアチアにおける少数民族保護について
－－－欧州審議会加盟との関係において－－－
大 竹 秀 樹
このような国内事情のなかでクロアチアは, 1992 年 9 月 11 日にセルビア人の支配地域を内包
したまま, 欧州審議会 (Council of Europe) への加盟を申請したのである. 欧州人権条約の生
みの親である欧州審議会は, 個人の自由, 政治的民主主義および法の支配という審議会加盟国の
共同の世襲財産 (common heritage) を擁護し実現することを目的とする (欧州審議会規程前
文および第一条) 欧州の政府間協力組織である. 少数民族問題については, その権利やそれに属
する個人の権利を尊重することは, 欧州の平和, 正義, 安定および民主主義にとって不可欠な要
因であり, 少数者 (minorities) は中東欧の諸国との協力や協議のためには主要な課題の一つで
あると考えていた(2). したがって, その執行機関である閣僚委員会 (the Committee of
Ministers) は, 民族対立を内包しているクロアチアの加盟申請について, 審議機関である議員
会議 (the Parliamentary Assembly) に意見を求めた.
議員会議は 1996 年 4 月 24 日に, クロアチアは ｢法の支配という原則およびその管轄下にある
すべての者による人権と基本的自由の享有という原則を受諾し, かつ第一章に明示される欧州審
議会の目的の実現に誠実にかつ効果的に協力しなければならない｣ という欧州審議会規程第 3条
の規定を履行する能力と意思を有することを認め, 加盟国になるようにクロアチアを招請するこ
とを閣僚委員会に勧告した(3).
ところで, 今日国際社会において少数民族の権利保護を目的とする規定として, 市民的及び政
治的権利に関する国際規約 (自由権規約) 第 27 条があり, それは ｢種族的, 宗教的又は言語的
少数者 (ethnic, religious or linguistic minorities) ……に属する者は, その集団の他の構成員
とともに自己の文化を享有し, 自己の宗教を信仰しかつ実践し又は自己の言語を使用する権利を
否定されない｣ と定めている. この ｢否定されない｣ という表現から, 第 27 条に関する締約国
の義務は消極的なものであり, 少数者に属する者が文化, 言語及び宗教に関する三つの権利につ
いて自覚的, 自主的に行動するならば, 締約国はそれらの権利の自由な行使を許し, 妨害しては
ならないという不作為義務を課せられたと考えられていた(4).
つまり, このような消極的な解釈の背景には, 多くの国は少数民族問題を内包しており, 自己
の固有の性格を維持し発展させたいと願う少数者の要求保障を, 現行国家体制と如何に調和させ
つつ実現するかという問題が存在しているのである.
しかし, 自由権規約の実施機関である自由権規約委員会は第 27 条に関する一般的意見におい
て, 本条が定める ｢権利の保護は締約国に特別の義務 (specific obligations) を課す｣(5) と述べ
ている. ｢これらの権利保護は, 関係する少数者の文化的, 宗教的及び社会的アイデンティティ
の存続と継続的発展 (survival and continued development) を確保し, 社会構造全体を豊かに
すること (enriching the fabric of society as a whole) を目指｣ しており, したがって ｢これ
らの権利は, この目的のために保護されねばならず｣, それゆえ ｢締約国はこれらの権利の行使
が十分に保護されることを確保する義務を負い, そしてこのために取った措置を報告書に記載せ
ねばならない｣ と述べられている(6). 委員会が規約実施過程を通じて, 国家の消極的な義務だけ
では第 27 条の目的は実現しえず, 少数者の権利行使を実現するためには締約国の積極的措置が
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必要であると考え, さらに取った措置について報告することを求めたことは重要である.
本稿では, 少数民族問題を内包するクロアチアが, 欧州審議会加盟を通じて独立国家としての
国際的承認を得ようとした時, その前提条件の一つである国内の少数民族の保護についてどのよ
うに行動しようとしたかについて検討し, 少数民族を保護するためにとるべき措置とは何かにつ
いて考えてみたい. まず, 加盟申請当時のクロアチアの状況からみてみよう.
1. クロアチアと少数民族
1) 多民族国家ユーゴスラヴィア
周知のように第二次世界大戦後の旧ユーゴは, ティトー大統領が指導する自主管理・非同盟を
基本として, ソ連とは異なる独自の社会主義路線を歩み, また, ｢七つの国境, 六つの共和国,
五つの民族, 四つの言語, 三つの宗教, 二つの文字, 一つの国家｣ と言う表現に象徴されている
ように, 南スラブ人を中心とする多民族国家として知られていた. 1974 年のユーゴスラヴィア
憲法は, ユーゴスラヴィアが ｢自発的に統一された諸民族の国家共同社会すなわち諸民族の社会
主義的共和国という形態を有する連邦国家であり, 同時に労働者と市民および同権を有する民族
と少数民族の社会主義的自主管理の民主的共同体である｣ (第 1 条) と定めていた. 主要民族で
あるセルビア人, クロアチア人, スロヴェニア人, モンテネグロ人, マケドニア人は各々民族名
を冠した共和国を有し, イスラム教徒が多数派を占めるボスニア・ヘルツェゴビナと合わせて連
邦国家が創設され, 共和国を形成し得ない民族が少数民族として連邦内に存在していた(7). 元来,
バルカン地域は複雑な民族構成によって知られており, どのように国境線を定めようとも国内に
少数民族を抱え込まざるをえず, また類縁関係にある民族が隣国に留まらざるをえない現実があ
り, その縮図がユーゴといえよう.
このような多民族国家であるというユーゴの現実を反映して, 1974 年憲法は, 市民の自由や
権利だけではなく, 少数民族の権利も定めていた. たとえば, その構成員は法令に従い公用語と
して自己の民族語や文字を使用する権利と民族語で教育を受ける権利を保障されること (第 171
条), また国内に存在するすべての民族と少数民族は同権であること (第 245 条), また民族と少
数民族の言語や文字は同等であること (第 246 条), 少数民族の文化を保持・発展させる権利と
そのための組織を設立する権利が保障されること (第 247 条) などである. そして, 憲法第 268
条はこれら憲法に定められている権利と義務を行使する際に, 連邦は政策を立案し, 法令を制定
すること, また共和国や自治州 (セルビア共和国内のヴォイヴォディナとコソボ) はその権限内
において法令を制定することができると規定していた. 国内の少数民族を保護することは国家の
統一や存続にとって不可欠であり, また人権保障の達成度を示す指標でもあった.
旧ユーゴから独立を宣言したクロアチアにおいても事情は同様であった. 1991 年の国勢調査
によれば, 総人口 4,784,265 人のうちクロアチア人は 3,736,356 人 (78.1％) であり, 少数民族と
してセルビア人 581,663 人 (12.2％), ムスリム 43,469 人 (0.9％), ハンガリー人 22,355 人
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(0.47％) などが居住していた(8). 国内の少数民族とりわけセルビア人をいかに保護するかは,
クロアチアの民主化の到達点を示し, 独立国家として承認されるためばかりか, 欧州審議会加盟
に見られるように欧州への政治的・経済的統合のためにも必要な前提条件であった(9).
2) クロアチアの独立と少数民族問題
1990 年春に最初の複数政党制による自由選挙が行われ, 独立クロアチア共和国を主張する民
族主義政党・クロアチア民主同盟が政権に就いた. 同年 12 月に新しく制定されたクロアチア憲
法の第一章 ｢歴史的基礎｣ において, 7 世紀以来クロアチア民族は種々の国家形態を経験しなが
らも一千年にわたり民族のアイデンティティを保持しその国家としての資格を継続してきたこと,
クロアチア民族の自決と国家主権という権利は不可譲渡かつ不可分であることが規定され, 同時
にクロアチア共和国は, クロアチア民族の民族国家として, そして土着の少数民族 (autoch-
thonous national minorities) の構成員すなわちセルビア人, チェコ人, スロヴァキア人, イ
タリー人, ハンガリー人, ユダヤ人, ドイツ人, オーストリー人, ウクライナ人とルテニア人お
よび市民であるその他の者の国家として創設されると定められている.
このように, 憲法は, クロアチアが多民族国家であるという国家の性格を確認したうえで, い
くつかの条文において少数民族の構成員の権利を保障している. まず, 言語については, クロア
チア語とラテン文字が公用語であるが, 個々の地方自治体において, その他の言語とキリル文字
は法の定める条件に従いクロアチア語とラテン文字とともに公用語に採用されると定められてい
る (第 12 条). そして, 第 15 条 4 項において彼らの属する民族を明らかにする自由, 彼らの言
語と文字を使用する自由および文化的自治が保障されている. また, 平等権については, 第 15
条 1 項で全ての少数民族の構成員は共和国において平等権を有すると規定され, 第 14 条におい
て, 憲法に定められている権利は自由権であれ社会権であれ, すべての者に人種, 皮膚の色, 性,
言語, 宗教あるいはその他の信念, 民族的あるいは社会的出身, 財産, 出生, 教育, 社会的地位
あるいはその他の特徴の如何にかかわらず保障される, と定められている. 第 24 条 2 項は, 逮
捕された者は理解しうる言葉で逮捕理由と法の定める権利について直ちに知らされねばならない
と定めている. さらに, すべての者は自己の利益を保護するために, あるいは自己の社会的, 経
済的, 政治的, 民族的, 文化的およびその他の信念と目的 (convictions and objectives) を促
進するために結社の自由権を保障されている (第 43 条 1 項).
以上のような少数民族の構成員に保障される権利とともに, 憲法は少数民族自体の権利を定め
ている. 一つは, 民族としての国政に対する代表権である. 第 45 条は 18 歳以上の全てのクロア
チア市民に普通・平等選挙権を認めているが, 第 15 条 3 項は普通選挙権に加えて, 少数民族の
構成員は法律によってクロアチア国会に代表者を選出する特別の権利を付与されると定めている.
1992 年の公職選挙法第 10 条は, 1991 年の国勢調査に基づき人口の 8％以上を構成する少数民族
は人口比に相当する議席を保障されること, そして 8％以下の場合, 少なくとも全体で 5議席,
ただしハンガリー人, イタリ－人, チェコ人とスロヴァキア人, ロシア人とウクライナ人および
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ドイツ人とオーストリー人は各々 1議席保障されると定めている. そして彼らの言語と文字を使
用する自由および文化的自治を保障されること (第 15 条) が規定されている. 二つ目は, 宗教
共同体 (religious communities) の保障についてである. クロアチア人はカトリック教徒が多
いが, セルビア人はセルビア正教徒が多いという事情から, 憲法は信教の自由を保障する (第 40
条) とともに, 少数者の権利と関連する宗教共同体の自由を保障している. 第 41 条は, 宗教共
同体が宗教的サービスを行う自由, 学校, 教育的およびその他の施設, 社会的・慈善的施設を開
設し運営する自由, そして国家の保護や援助を受ける権利を保障している.
以上, 概観したようにクロアチアは旧ユーゴからの分離・独立に際して, セルビア人を中心と
する少数民族の権利あるいはその構成員の権利を憲法に規定したが, さらに憲法第 15 条 2 項は
少数民族の平等や保護に関する実施措置を定める基本法 (Constitutional Act) の制定を予定し
ており, また, クロアチアの国際的承認のためにもより具体的な少数民族の権利とその保護策を
定める作業にとりかからねばならなかった.
3) 1991 年基本法の制定
第一に, クロアチア国会は 1991 年 12 月に ｢人権と自由および民族的かつ種族的共同体あるい
は少数者の権利に関する基本法 (Constitutional Law on Human Rights and Freedoms and the
Rights of National and Ethnic Communities or Minorities, 以下, 1991 年基本法と略称)｣
を可決した.
この基本法はまず, クロアチアが欧州人権条約などの国際的文書に定められている人権と自由
を尊重し保護すること (第 1, 2 条), 少数民族の同権を保護し彼らの全般的発展を促進すること
(第 3条), 彼らの民族的, 文化的および言語の発展を助長するために彼らと母国の民族との関係
発展を援助すること (第 4条 1項) を確認した. 次に, クロアチア憲法に定められていた少数民
族に属する構成員の権利がより詳細に保障されている. 差別の禁止原則, 強制的同化からの保護,
アイデンティティ, 文化および宗教の保持, 民族語と文字の自由使用, 教育にたいする権利, 参
政権などの公務への平等参加権, どの民族に所属するかの選択権と異民族間の婚姻保障 (第 6, 7
条), 希望した場合, 民族の歴史と文化などを表す教育計画に基づき民族語で教育を受けられる
こと (第 14 条 1 項), あるいは私立の幼稚園や学校を創設できること (第 17 条) などである.
また, 少数民族自体の権利として, 民族的権利を実現するために自立的な組織や協会を設立す
る権利 (第 4 条 2 項), 文化的自治の権利 (第 5 条) や少数民族の国会議員に関する特別代表権
(第 18 条) が定められた. さらに, 第 19 条では, 個々の地方自治体の全人口に占める少数民族
の人口に比例して地方自治機関に代表を送る権利が保障されている.
そして, 1991 年基本法に定められた民族の権利を保護するために, 政府と地方自治体に財政
的援助を含めた保護義務を課している. 民族語による出版活動を実現するための財政的援助 (第
10 条) や第 14 条に示された民族の教育計画を実現するための基金提供 (第 16 条) などである.
また, 少数民族が相対的に多数派を構成する自治体では, 2 ないしそれ以上の言語や文字を公用
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語とすること (第 8 条), もし親が希望し数的に可能であれば, 民族語で行われるクラスを持つ
別個の教育施設が設置されること, そしてこの設置が数的理由から不可能であっても, 親が希望
する場合, 言語, 文学, 歴史などの民族に関する科目の教授は, 同一の民族に属する教師によっ
て別個に行われること (第 15 条) などが定められている.
このように基本法は, 少数民族が自己のアイデンティティや言語, 文化を保持・発展させるこ
とを保障されるように, 地方自治体にも保護責任を課しており, 第 15 条 4 項は, ｢土着の種族的
および民族的共同体あるいは少数者の集団的権利 (collective rights) を保護するために, 公務
に参加する特別の保護措置が, それらの人口比にかかわらず教育, 文化, 精神的および宗教的生
活, そして公的報道機関への参加において執られる｣ と規定した.
さらに, このような民族自体の集団的権利を保障する ｢クロアチア共和国におけるセルビア人
およびその他の民族の権利に関する憲章 (The Charter on the Rights of Serbs and other
Nationalities in the Republic of Croatia)｣ が 1991 年に制定された. その第二条では, 個人の
権利保護とともに全ての少数民族の権利を保護し完全に実現することは, 国際的人権保護と少数
民族保護の構成要素であることが確認されている. 人口比に応じて地方自治体と政府機関に参加
する権利, そのアイデンティティを保持するためそして同化を意図する試みから保護されるため
に, 経済的および社会的発展を確保する権利が認められ (第 5 条), 少数民族はその存在を危う
くする全ての行動から保護される権利, 尊重される権利, 自己保存権 (right to self-
preservation) および文化的自治権を有すること (第 4条) が定められている.
4) 少数民族の保護政策
以上のクロアチア憲法を中心とする法規に基づき, クロアチアは具体的な少数民族の保護政策
を実施した(10). 言語についてみれば, 公用語としてイタリー語は 43 自治体, ハンガリー語は 36
自治体, チェコ語は 9自治体, スロヴァキア語は 6自治体, ルテアニア語は 4自治体そしてウク
ライナ語は 2 自治体において実施された. セルビア語については, 上述の内戦のため, 1995 年
11 月の平和回復後に実施された. 裁判手続きにおいても, クロアチア語を民族語としない刑事
裁判の被告に無料で通訳をつける国家の義務や民事裁判において自己の民族語を使用する権利,
あるいは民族語で書かれた法的書類や記録の有効性などが刑事訴訟法, 民事訴訟法, 行政事件訴
訟法に定められた. また, 民族語による新聞発行やラジオ・テレビ放送も認められる.
教育の分野においても, 少数民族に属する生徒が出席する学校では, 小学校から通常のカリキュ
ラムの補充として, 民族語による歴史, 地理, 芸術や音楽を教える特別カリキュラムが採用され
た. このカリキュラムは種族的かつ民族的共同体に属する専門家によって準備され, カリキュラ
ム作成の経費や教科書代は国家予算によって負担された.
15 人の少数民族代表で構成される ｢種族的および民族的共同体ないし少数者の人権と権利に
関する委員会｣ が下院によって設置され, 種族的および民族的共同体ないし少数者に関する立法
手続きに参加する任務を行っている. また, 少数民族の文化的自治の実施に責任を負う, クロア
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チア政府の補助機関である ｢種族的および民族的共同体ないし少数者のための政府事務所｣ が設
けられた(11). まさしくクロアチアにとって, 国内の少数民族問題を解決することは国内の安定,
平和, 経済的繁栄のためのみならず, 欧州審議会加盟国との協同のためにも不可欠な要因であっ
た. それゆえに, 短期間のうちに上述のような法律を制定し実施に移す必要があったのであろう.
ところが, 1995 年 5 月からクロアチア政府がセルビア人支配地域を奪回する軍事行動を強行
し, 8 月には東スラヴォニアを除くセルビア人支配地域の制圧に成功した. 11 月にはアメリカの
仲介によってボスニア・ヘルツェゴビナ, クロアチア, 新ユーゴ (ユーゴスラヴィア連邦共和国)
三国によってボスニアに関する ｢デイトン和平協定 (Dayton Peace Agreement)｣ が結ばれた
が, 同時に, クロアチアとセルビア人代表との間で東スラヴォニアにたいするセルビア人の自治
権付与とクロアチアへの再統合が原則合意され, 再統合がなされるまで, 東スラヴォニア, バラー
ニャおよび西スレムのための国連暫定行政機構 (United Nations Transitional Administration
for Eastern Slavonia, Baranja and Western Sirmium, UNTAES) が統治することになった(12).
この一連の動きのなかで 9 月にクロアチア議会は, 1991 年基本法から幾つかの条項を削除して
その効力を一時停止した. 削除された条項は, 少数民族が住民の過半数を代表する地域に付与さ
れる特別の地位と住民の 8％以上を占める少数者に認められる公的機関 (国会, 内閣, 裁判所)
に代表を送りそして参加する特別の権利とに関する内容であった(13). 実際には, セルビア人のみ
に適用されたのであったが, 効力停止の理由として, 住民の移動の結果, セルビア人の人口が
1991 年以来かなり減少し(14), これらの条項はもはや適切でなくなったと説明された(15). たとえ
ば, 2001 年の国勢調査(16)では, クロアチアの総人口 4,437,460 人中, クロアチア人は 3,977,171
人 (89.6％) だが, セルビア人は 201,631 人 (4.5％) であり, 10 年前に比べて 38 万人減少して
いる.
次章では, このようなセルビア人に関する条項の一時的効力の停止というクロアチアの処置に
対して, 欧州審議会がどのように対処したかについてみてみたい.
2. 欧州審議会の対応
1) 欧州審議会と少数民族問題
まず, 欧州審議会による少数民族の保護活動について概観しておきたい. 欧州審議会の目的は,
その加盟国の共同の世襲財産である多元的な議会制民主主義, 人権の不可分性と普遍的尊重およ
び法の支配という原則を擁護し実現するために加盟国間に一層大きな一致を達成することにある
が, 他方で, 欧州の特殊性は共通の歴史を有する欧州人民の伝統と文化の多様性にあり, この多
様性によって共同の世襲財産はより豊かになると考えられている(17).
欧州審議会議員会議は, 少数者の権利に関する四つの基本原則を定めている(18). すなわち, ①
(少数者を含む) すべての市民は, 欧州人権条約によって保障されている権利を付与されねばな
らないこと, ②欧州人権条約の差別禁止条項が導入されること, ③所定の少数者の特殊な状況は
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特別な優遇措置 (special measures in its favour) を正当化すること, そして④少数者は国家
の領土保全原則を損なうことなく, 共通の起源あるいは共同の世襲財産を分ち合う他国の市民と
自由かつ妨害を受けずに平和的な交流を許されること, である. とりわけ, 少数民族については,
以下のような原則が適用されるとして, ①少数民族は居住する国家によって民族自体として承認
される権利を有すること, ②少数民族は自己の文化を維持し発展させる権利を有すること, ③少
数民族は自己の教育, 宗教および文化的施設を維持する権利を有し, そのために少数民族はまた
公的援助を含む任意の財政的およびその他の寄付を求める権利を有すること, ④少数民族はその
アイデンティティの保持と発展に影響を与える事項に関する政策決定とこれら決定の実施とに参
加する権利を有すること, ⑤少数民族に属する何人も市民としての身分あるいは欧州の国家に居
住することから結果する義務に従わねばならないこと, が示されている(19). さらに, 言語的少数
者についても, 母語で適切な形態と水準の公的教育を受けられること, 国境にかかわらず母語で
情報を取得し, 提供し, 配布しそして交換するなどの権利を有することも定められている(20).
最後に, 議員会議は上述の諸原則に照らして少数民族の権利を保護するために, 欧州人権条約
の追加議定書あるいは欧州審議会の特別条約を起草するように閣僚委員会に勧告した(21).
しかしながら, この勧告は加盟国の支持を得られず, 1993 年 10 月にウィーンで開催された第
一回欧州審議会首脳会議は, 少数民族の保護を確保するために, 締約国が尊重を約束する原則を
定めた枠組み条約 (framework convention) を速やかに起草することを閣僚委員会に指示し
た(22). これに対して議員会議は, 少数民族に属する者の基本的権利と自由の適切な保護は 1990
年代の欧州審議会の最も重要な課題の一つであったと主張して, 深い遺憾の意を表明した(23). 枠
組み条約が定める目的や原則の遵守は, 締約国の義務でしかなく, 少数民族に属する者が訴える
ことができる権利として考えられていないこと, および実施機関が脆弱であり, 監視手続きは締
約国政府に全て委ねられていて危険であることが, その理由として挙げられた(24). 結局, 閣僚委
員会は 1994 年 11 月 10 日に ｢少数民族保護のための枠組み条約 (the Framework Convention
for the Protection of National Minorities)｣ を採択した.
この条約は地域的条約ではあるが, 少数民族に属する者の保護に関する最初の法的拘束力
(1998 年 2 月 1 日発効, 現在 35 当事国) を有する多国間条約である(25). 条約は第二章において,
少数民族に属する者の法の前の平等権 (4 条), 文化の維持・発展あるいはアイデンティティの
保持に必要な条件の促進, 強制的同化政策の禁止 (5 条), 平和的集会や結社の自由 (7 条), 信
教の自由 (8 条), 民族語の自由な使用権 (9, 10 条) や民族語による教育 (14 条), 学校などの
教育・訓練施設を設置し運営する権利 (13 条), 文化的, 社会的および経済的生活と公務への参
加 (15 条) などが規定されている.
しかし, この条約の特徴は, 議員会議の批判理由からも明らかなように, 少数民族問題を解決
する際に, 欧州諸国が遭遇する現実の困難さ (例えば国境線の変更や保護のための財政負担) を
考慮して, 締約国が実現することを約束する目標を定めたプログラム規定にある(26). つまり, 条
約に定められた原則は国内法や適切な政府の政策を通じて実施されるべきであり, 少数民族に属
社会福祉論集 第 112 号
108
する個人はこの条約を直接適用して欧州人権裁判所などに訴えることはできないと言うことであ
る(27).
条約実施の監督は閣僚委員会の任務とされ (第 24 条), 締約国は定期的に条約実施に関する情
報を欧州審議会事務総長に提出しなければならない (第 25 条). そして, 監督の実効性を確保す
るために諮問委員会 (advisory committee) が設置され, 委員会の任務は締約国からの情報を
審査してとられた措置などの適正さを評価し, 閣僚委員会を支援することとされた (第 26 条).
2) ヴェニス委員会報告
さて, 前述のようにクロアチアが 1991 年基本法の一時的効力を停止したことについて, 1996
年 2 月 16 日に議員会議の法務および人権に関する委員会 (the Committee on Legal Affairs
and Human Rights) は, クロアチアの欧州審議会加盟要求を考慮して特に 1991 年基本法の履
行についてヴェニス委員会 (the Venice Commission)(28) からの意見を求めた(29). この委員会は
直ちに作業部会を創設し 3 人の報告者を指名した. 彼らは査察のため 3月 14～16 日にクロアチ
アの首都ザグレブに赴いた(30). 彼らは司法省, 行政省 (Ministry of Administration), 外務省
あるいは ｢種族的および民族的共同体あるいは少数者のための政府事務所｣ の各担当者と会合し
ただけでなく, 国会議員, 学者, 弁護士会会長, ザグレブ市長などからも事情を聴取した(31). ク
ロアチア政府側も 15 日には共和国大統領と国会議長が, 欧州審議会加盟の要件を満たすために
必要とされる約束を定めた文書に署名した. その約束の中には欧州審議会加盟から一年以内に
｢少数民族保護のための枠組み条約｣ に署名しそれを批准すること, 1991 年基本法に関するヴェ
ニス委員会の意見から結果する勧告を履行すること, クロアチア内のセルビア人住民の安全と人
権を保障するあらゆる必要な措置をとり, 彼らの帰還を促進することが含まれていた(32).
報告者たちのクロアチアによる 1991 年基本法の履行に関する見解は以下のようであった. ま
ず, 全般的な憲法的状況について, ザグレブ市長選などにみられた民主主義の基本原則を損なう
ような好ましくない事例もあったが, クロアチアの全体状況は, 法の支配と民主主義に十分考慮
して政治制度が適正に機能し, そして当局は特に紛争中に生じた困難な状況から抜け出しクロア
チアを欧州審議会の基準にまで引き上げようとあらゆる可能な努力を行っていることを指摘して
いる(33), と肯定的に評価した.
第二に, 効力の停止理由とされたセルビア人人口の減少についても, 人口変動ゆえに一時的に
関連する条項が実際に適用し得ないとしても効力を持続させることは可能であり, 停止は必要で
なかったこと, さらにこの効力停止がクロアチアに留まろうとか帰還しようとか考えている少数
者に希望をなくさせる心理的効果を与えていること, また効力を停止された条項を削除された
1991 年基本法は新しい状況に適正に対応しているとは言えないことが示され, そして以上のこ
とから, 報告者たちは, 効力を停止された条項の修正が必要だと述べた(34).
第三に, 効力を有している条項が, 全体として国際的基準, 特に ｢少数民族保護のための枠組
み条約｣ と両立しうること, そして ｢地域的あるいは少数者言語のための欧州憲章(35)｣ やヴェニ
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ス委員会の提案によっても影響を受けていることに留意し, さらに, クロアチアの少数者保護が,
1996 年 2 月に加入した, 少数者に属する者の文化的アイデンティティの権利を保障する第 27 条
を含む自由権規約やハンガリー, スロヴェニア, ルーマニアなどと締結した二国間の少数者保護
協定に依拠していることに満足を表明した(36).
第四に, いわゆる 8％条項についてである. セルビア人は効力停止以前には 12 人の国会議員
を有していたが, 現在は 3 人であるという事実(37)にみられるように, 多数派を占める地域にお
いて少数者に属する者が, 公的機関に参加し自己に関する事項を処理する権利を認められること
は重要であると考えられた(38). それゆえ, 1991 年基本法の条項を修正する意図は, このような
少数者の特別な地位を廃止することではなく, 新しい状況に適応する地方自治制度 (regime of
local self-government) を確立することであり, 報告者たちは, 特別な地位は全国レベルの人
口比ではなく, 人口が集中しかなりの住民数を構成する (making up a substantial number of
the population) 少数者に付与されるべきだと考えた(39).
以上の報告に基づきヴェニス委員会は, 1991 年基本法の効力を停止された条項は少数者に属
する者が地方自治の分野において権利を保障されるために, 可能な限り速やかに修正されるべき
だと勧告した(40).
3) 議員会議の意見
議員会議は 1996 年 4 月 24 日にクロアチアの加盟について意見書を採択した. まず, クロアチ
アの加盟手続きが遅延した理由について, クロアチアがボスニア・ヘルツェゴヴィナ戦争に関与
したこととともにスラヴォニアにおける事件が述べられている. しかし, 1995 年 10 月の選挙は
若干の留保つきながら, 自由かつ公平であったこと, あるいはクロアチアは 1992 年の加盟申請
以来, 欧州審議会の様々な活動に参加し, 閣僚委員会との政治的対話を確立してきたこと, そし
て何よりも前述のように, 1996 年 3 月 15 日に大統領とクロアチア議会議長が人権保障や少数民
族の保護を加盟の前提条件として約束したことが評価されている(41).
その上で, 議員会議はクロアチアに対して, 国際人道法を厳守すること, クロアチア当局が行っ
た約束を守り, 民族的および種族的少数者の権利と自由を効果的に保障すること, セルビア人住
民の帰還を促進するために戦争犯罪を犯したと疑われていない元兵士に恩赦を与えること, ある
いは地方行政や自治のための修正法案を欧州審議会の専門家と協議することなど 9項目について
要望した(42). さらに, これらの約束の尊重を確保するため, 議員会議は加盟日からクロアチアの
状況を緊密に監視することを決議した(43). このような要望や決議が行われた背景には, 前述した
1995 年の基本協定によってセルビア人支配地域である東スラヴォニア地方の帰属について合意
は成立したが, クロアチア人とセルビア人との間に緊張関係が続いたため, 引き続き国連暫定行
政機構 (UNTAES) が組織され(44), この地方がクロアチアに再統合された 1998 年 1 月 15 日ま
で治安維持活動に従事した(45), という事情があった. この点について議員会議は, 欧州審議会規
程第 3条が ｢加盟国は法の支配という原則とその管轄権内にあるすべての者による人権および基
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本的自由の享有という原則とを受諾し, そして第一章に明記される審議会の目的の実現に誠実か
つ有効に協力しなければならない｣ と定めているように, クロアチアは加盟国としての地位に関
する規定を履行する能力と意思を有すると信じる(46), と注文をつけた.
最後に, 議員会議は以上の点を踏まえて, ①欧州審議会の加盟国となるようクロアチアを招請
すること, そして②議員会議の代表として 5議席をクロアチアに割り当てることを閣僚委員会に
勧告した(47).
4) クロアチアの義務履行
1996 年 11 月 6 日にクロアチアは欧州審議会に加入し, 加盟国として約束と義務を履行すると
いう課題を負ったのである. では, どのようにして議員会議によって提起された課題に答えていっ
たのであろうか. 1999 年 4 月に採択された議員会議の報告(48)からみてみたい.
まず, 議員会議によって歓迎・評価された分野についてである. 第一には, 少数民族保護に関
する国際条約への加入である. 欧州人権条約とその議定書 (1997 年 11 月 5 日批准), 少数民族
保護のための枠組み条約 (1998 年 2 月 1 日発効) および地域的あるいは少数者の言語のための
欧州憲章 (1998 年 3 月 1 日発効) を批准した. また国内法を欧州審議会の原則や基準と合致さ
せるために専門的意見を聴取したり, クロアチア憲法裁判所が少数者に関する事件を審理する場
合, ヴェニス委員会の協力を得るなどした(49).
第二には, いわば内戦の後遺症に対する処理に関してである. クロアチアにとって重要課題で
あった東スラヴォニア地方の再統合は, 国連暫定行政機構と協力して平和的に行うことができた.
難民や流民の帰還問題については, クロアチアが帰還の障害を除くために帰還者の安全を確保す
る計画と再定住のための計画とを立案し具体的措置を実施することとした(50). その他にも, セル
ビア人共同体とクロアチア人共同体との和解が, セルビア人の他国や他地域への移出 (emigra-
tion) を止めるために促進され, 1997 年 10 月には立案されたが放置されていた戦災地域におけ
る信頼回復・帰還促進・生活条件正常化計画が再開されることになった(51).
さらに, 1997 年 5 月にクロアチアはヴェニス委員会と少数者評議会 (the Council of
Minorities) を設置することに合意した. この評議会は 1998 年 1 月に設置され, 少数民族の構
成員が選出する 14 名で構成される. 少数民族の代表が少数民族の保護政策に関する諸問題につ
いて定期的に政府代表と討論する場であり, その任務は少数民族の保護を維持し促進する政策の
実施を監視し, 問題点を分析しそして少数民族の保護を定める法案について意見を述べることで
ある. 政府によれば, 評議会は非政府組織であり, クロアチア国会の少数民族代表と協力し国会
や政府などに意見や要求を提出する補助機関である(52).
以上のようにクロアチアは欧州審議会から提起された課題を積極的に解決しようとしたが, 他
方で, 議員会議が欧州審議会の基本原則 (民主主義, 法の支配および人権) に関する義務を履行
する点でほとんど進展がないと批判した分野がある. その一つとして, 少数者の権利に関する限
り, 1991 年基本法の効力を停止した条項を修正する法案の準備が全くなされていないと指摘さ
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れた(53).
したがって, 議員会議は, クロアチア当局にたいしてヴェニス委員会の勧告(54)に従い, そし
て新しい現実を考慮して遅くとも 1999 年 10 月末までに 1991 年基本法の効力を停止した条項を
修正する基本法を採択することを要求した(55). 最後に, 議員会議は, クロアチアが加盟以来, 加
盟国として受諾したすべての約束と義務をまだ履行していないとして少なくとも 2000 年 4 月の
会期において審査するまで監視を続行することを決定した(56).
おわりに
クロアチアは欧州審議会加盟の一要件として課せられた国内の少数民族保護を履行するため,
クロアチア憲法を母体に国内法の制定や改正を行った. その結果, 欧州審議会からは義務の履行
について不十分さは指摘されたが, 加盟は認められた. このことは, クロアチアが行った少数民
族に関する保護政策が全体として承認されたことを意味していると言えよう. したがって, ここ
では, クロアチアが行った少数民族保護のあり方について整理しておきたい.
まず, 少数民族に属するすべての構成員が人として人権や自由を保障されることが明らかにさ
れた. クロアチア憲法第 3章は人権と基本的自由の保護として, 第 14 条において何人も人種,
皮膚の色, 性, 言語, 宗教, 民族的あるいは社会的出身, 出自, 社会的地位などにかかわらず差
別されないことを定め, 第 21 条からは人身の自由や政治的権利, そして第 48 条からは経済的,
社会的および文化的権利を定めている.
同時に, たとえば第 15 条が少数民族構成員の同権 (第 1 項) や構成員の民族的出自を表明す
る自由および民族語や文字を使用する自由を定める (第 4項) とともに, 少数民族自体を名宛人
とした権利保障を定めている. 法律などによって少数民族としての同権と少数民族の権利保護を
規定すること (第 2項) および普通選挙権の保障とともに自民族の代表を選出する特別の権利を
保障すること (第 3 項) である. そして, 1991 年基本法において, より詳細に少数民族に属す
る構成員の権利としてアイデンティティ, 文化, 宗教, 民族語の使用, 民族教育の教授などの保
障が定められ, 少数民族自体の権利として民族の権利を実現する自立的な組織を設立する権利,
国会議員や地方自治体に関する特別代表権, 民族教育に関する施設的あるいは財政的援助などが
定められていることは先に見た通りである.
このような規定の仕方は何を意味するのであろうか. それは, クロアチア人が多数派として統
治するクロアチア共和国において, たとえば少数民族であるセルビア人がクロアチア人に同化さ
れることなくセルビア人としての民族的特長や民族意識を保持しつつクロアチア人と共存するこ
とを認めることではなかろうか. そのためには, 国家や自治体などの公的機関が, 少数民族の構
成員が一人の人間として生存することができるだけでなく, その属する民族の一員として生存す
ることもできるように制度的保障を行うことが必要となろう. 少数民族が民族固有の権利を実現
することは, 法規で少数者の存在を認知しその権利の保障を定めるだけではなく, 公選された少
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数民族の代表組織による自主的な活動を通じて, また公的機関による専門的な保護政策の立案と
実施あるいは施設の保障や財政的援助などの具体的政策の実施を通じて確保されるのである.
したがって, クロアチアの少数民族保護政策の特徴は, 数的劣勢にある少数民族の代表組織に
政治的参加権を保障することによって, 彼らの民族的主張を達成しうる枠組みを確立することに
あるといえよう. 少数民族に一種の自治を保障することにより, 現行国家体制を脅かすことなく,
また多数派と異なる自己の固有性を保持・発展させたいという要求が多数派の寛容さに委ねられ
ることなく, 少数民族が, 自由・平等といった普遍的価値の尊重のみならず, 民族的同一性の確
保という民族的価値をも主体的に指向することができるのである.
このようなクロアチアの少数民族保護政策は, アイヌ人や在日韓国・朝鮮人が在住するわが国
においても参考になると思われる. 特にアイヌ人について, 日本政府は自由権規約第 27 条に該
当する少数民族と認定している(57). しかし, アイヌ人に関する法律は 1997 年 5 月 8 日に成立し
た ｢アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律｣ (略称,
アイヌ文化振興法)(58) のみであり, この法律の目的は, 第 1条に定められているが, アイヌ文化
(アイヌ語, 音楽, 舞踊, 工芸その他の文化的所産及びこれから発展した文化的所産 第 2条)
の振興 ｢を図るための施策を推進することにより, アイヌの人々の民族としての誇りが尊重され
る社会の実現を図り, あわせて我が国の多様な文化の発展に寄与すること｣ である. このことに
よって, アイヌ人の文化享有権は認められたと言えるが, そのために必要な具体的・積極的措置
については何ら規定されず, アイヌ人の振興政策策定への参加権についても保障されていない.
第 5条にしたがい, 総理大臣はアイヌ文化の振興等を図るための施策に関する基本計画を定める
が, その際に協議する相手は北海道開発庁長官や文部科学相であり, 意見を聴取する相手は関係
都道府県である(59). 日本政府のこのような消極的な態度を改善させる意味でも, クロアチアの例
は先例となろう.
なお, クロアチア国会は 2002 年 12 月 13 日に ｢少数民族の権利に関する基本法 (Constitu-
tional Law on the Rights of National Minorities)｣ を採択した. この基本法に関する検討は
別稿に譲りたい.
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